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１．計画の基本事項 

（１）計画策定の趣旨                           

 

化石燃料への依存度が高い日本のエネルギー需給は脆弱な構造であるといわ

れており、国が示した「エネルギー基本計画（平成 26年４月）」においても、東

日本大震災後、日本のエネルギー政策の推進において、生産から流通、消費まで

のエネルギーのサプライチェーン全体を踏まえた中長期的な取り組みが必要で

あるとされています。 

あわせて、経済産業省の水素・燃料電池戦略協議会では、「水素・燃料電池戦

略ロードマップ」（平成 26年６月）（資料編・解説１参照）をとりまとめており、

エネルギー政策、産業政策の両面から、次世代のエネルギーである水素エネルギ

ー利活用の意義は大きいとしています※1。 

民間では、水素利活用機器の典型である燃料電池自動車が、平成 26 年度中に

販売開始となりました。その他の水素利活用機器も製品化に向けた実証等が進ん

でおり、近い将来、幅広い水素利活用機器の展開が図られることが見込まれます

（資料編・解説２参照）。 

このように、次世代のクリーンなエネルギー源としての水素エネルギーの利活

用には更なる期待がされています。 

こうした中、山口県では、「元気創出やまぐち！未来開拓チャレンジプラン」

（平成 27 年３月）において、『「水素先進県」を目指した水素利活用による産業

振興と地域づくり』を掲げ、全国トップクラスの大量かつ高純度の水素を生成す

るという山口県の強みを活かして、「水素先進県」の実現を目指しています。 

また、本市は周南コンビナートを有する全国有数の水素発生都市であり、平成

25 年６月から全国で３箇所目となる液化水素製造工場が操業を開始している地

です。加えて、平成 27 年度からは燃料電池自動車等への水素充填を行う水素ス

テーションが鼓海地区で開業する予定です※2。 

これまで本市では、平成 25 年度より国、県、民間事業者、学識経験者等から

なる「周南市水素利活用協議会」を設置し、本市における今後の水素利活用を踏

まえたまちづくりの推進に向けた検討を行ってきました。この結果、平成 26 年

４月に協議会の検討の下、本市における今後の水素利活用の取組目標や施策の展

開方法等を示した「周南市水素利活用構想」をとりまとめました。 

本計画は、この構想に基づき、今後の具体的な水素利活用に向けた取り組みを

明らかにし、本市の他施策と連携を図り、水素エネルギーの利活用を一層進めて

いくことを目的とします。 
 

※1 平成 28年３月、「水素・燃料電池戦略ロードマップ」が改定 

平成 29年 12月、再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議において「水素基本戦 

略」が発表（資料編・解説１-1,１-2参照） 

※2 平成 27年８月に開業 
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（２）計画の位置づけ                           

 

本計画は、「周南市水素利活用構想」に基づいて策定するもので、基本理念で

ある「水素エネルギーで未来を拓く水素先進都市「周南」」の実現を目指します。 

また、「周南市まちづくり総合計画」の基本施策である、「工業・新産業の振興」、

「新エネルギーの活用と低炭素社会の実現」を推進するとともに、「周南市環境

基本計画」を推進するための計画として策定します。 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

周南市水素利活用構想 

（平成 26年４月） 

基本理念 水素エネルギーで未来を拓く 

水素先進都市「周南」 

基本目標 

◆水素の利活用促進に向けた環境の整備 

◆水素の利活用による低炭素・省エネ・災害に強いまちづくりの推進 

◆水素関連ビジネスの創出と市内企業の連携・競争力の強化 

推進計画 

第２次周南市環境基本計画 

（平成 27年３月） 

周南市水素利活用計画（本計画） 

取組目標 

施策の展開方法 等 

第２次周南市まちづくり総合計画 

（平成 27年３月） 
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（３）計画の期間                             

 

本計画では、「周南市水素利活用構想」において、最初に基本指標が掲げられ

ている令和２年度までの６年間の取り組みを具体化するものとします。 

平成 26 年末に燃料電池自動車が市場投入され、今後、複数メーカーからの発

売が予定されています。また、燃料電池バス、燃料電池フォークリフトや純水素

を利用する定置用燃料電池の発売も計画されています※3。 

本計画は、令和２年度までの、こうした水素利活用機器の普及初期における本

市の取り組みを示すものであり、「周南市水素利活用構想」に基づく水素利活用

の前期計画として位置づけます。 
 
※3  平成 30年１月末現在、燃料電池バス、燃料電池フォークリフト、純水素型定置 

   用燃料電池は全て市販化 
 

「周南市水素利活用構想」における基本指標（累計） 

 

 

指標名 
令和２年度 

（2020年度） 

令和 12年度 

（2030年度） 

水素ステーションの設置数 1 か所  2 か所  

燃料電池自動車、水素自動車数

（燃料電池バスを含む） 
900 台  4,000 台  

定置用燃料電池数 

（「エネファーム」等） 
1,400 台  5,100 台  

 

※前提条件：ユーザーのメリット（価格・利便性等）が確保されて、順調に普及が進んだ場合 

※経済産業省「次世代自動車戦略 2010」（2010.4.12）を参考に算出 

※燃料電池バス 1台あたり燃料電池自動車 70台分の水素需要として算出（総合資源エネルギー調査会基本政策分科会第 8回

資料を参考に算出） 

 

（４）計画改定の方針                           

 

今後、様々な水素利活用機器が市場投入される予定です。本計画策定後、水素

利活用機器の市場投入状況を踏まえて、水素エネルギー市場が受ける影響等をそ

の都度検討していきます。 

これにより、本計画の推進施策実施による成果（目標）、進捗状況を明確に見

定めることが可能になります。計画実行のための Plan(計画)－Do(実行)－

Check(評価)－Action(改善)の各段階で計画を見直し、改善を図ることによって、

推進施策の効果的な運用、成果の充実を図っていきます（PDCA のマネジメント

サイクルの実践）。 

この方針に基づき、平成 30 年３月、基本目標及び具体的な取組について改定

を行いました。 

本計画の対象期間 
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なお、令和２年度に予定していた本計画の全面改定は、新型コロナウイルス感

染症の影響により、見送ることにしました。そのため、令和３年４月、本計画の

計画期間を２年間（令和４年度末まで）延伸する一部改定を行いました。 
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２．計画の体系 

本計画の体系は「周南市水素利活用構想」の体系を踏襲し、次のとおり、３つの

基本目標を達成するため、４つの基本施策の実施を図り、計画を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 安定的な水素生産・供給体制の確立 

イ 安定的な水素需要の確保 

ア 液化水素ステーションエリア 

・地域産業と環境にやさしい市場の実現 

・地域エネルギー・ネットワークの構築 

イ 動物園エリア 

・環境にやさしい次世代エネルギーパークの実現 

ウ 中心市街地エリア 

・燃料電池自動車等の導入促進 

・定置用燃料電池の導入促進 

ア 水素関連人材育成及び活用事業の実施 

イ 研究実証フィールドの誘致 

ウ 水素関連事業支援制度の充実 

ア 水素エネルギー学習環境の整備 

基本施策 

◆水素の利活用促進に向けた環境の整備 

◆水素の利活用による低炭素・省エネ・災害に強いまちづくりの推進 

◆水素関連ビジネスの創出と市内企業の連携・競争力の強化 

 

水素エネルギーで未来を拓く水素先進都市「周南」 

基本理念 

基本目標 

（２）水素ステーションを核とした地域づくりモデルの構築 

（１）水素サプライチェーンの構築 

（３）水素関連産業等に関する人材育成・事業所支援の充実 

（４）市民・企業等への普及・啓発事業の強化 
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（１）基本目標                              

 

本計画では「周南市水素利活用構想」で掲げられている次の３つの基本目標を

踏襲します。 

 

「周南市水素利活用構想」で掲げられている基本指標は前述のとおりですが、

本計画では、基本指標で最初に掲げられている令和２年度までの６年間を、本市

における大型プロジェクトの実施時期や水素利活用機器の開発状況を踏まえて、

Step１（平成 27年度～平成 29年度・前半３年間）と Step２（平成 30年度～令

和２年度・後半３年間）の２段階に分けて、推進施策を策定します。 

また、「（仮称）第２次水素利活用計画」策定の延伸に伴い、Step３（令和３年

度～令和４年度・延伸２年間）の段階を加え、本計画を推進します。 

ただし、同構想策定後の燃料電池自動車の生産計画等を踏まえ、以下のとおり、

当構想で掲げた基本指標をより現実的な目標値へと再設定（900 台→670 台）し

ました（指標に伴う水素需要量の推計については資料編・解説３参照）。 

また、平成 30 年３月、「水素基本戦略」における普及目標台数（令和２年に

40,000台）や、国における現状の普及実績（2,000台）、本市における平成 30年

３月時点の普及実績（19台）等を踏まえ、目標値を改定（670台→200台）しま

した（指標に伴う水素需要量の推計については解説３-1参照）。 

指標達成のためには、産学官の連携の下、地域におけるより一層の水素利活用

機器の普及を進めていく必要があります。 

 

燃料電池自動車の生産計画を踏まえた段階別の基本指標（累計） 

年度 

指標名 

Step1 Step2 Step3 

平成 29年度末 

(2017年度末) 

令和２年度末 

(2020年度末) 

令和４年度末 

(2022年度末) 

水素ステーションの設置数 1 か所 1 か所 1 か所 

燃料電池自動車、水素自動車等、

車両数 
70 200 200 

定置用燃料電池数（「エネファー

ム」等） 
600 1,400 1,400 

 

（参考）現状の普及実績 
水素ステーションの設置数 1か所（令和３年２月末現在） 
燃料電池自動車、水素自動車等、車両数 28 台（水素ステーションを継続的に利用する台数）（令和３年２月末現在） 
定置用燃料電池数（「エネファーム」等）394 台（令和２年３月末現在） 

 
※前提条件：ユーザーのメリット（価格・利便性）が確保され、かつ国・県及び車両メーカー・販売店の普及促進体制が整
い、市場投入が順調に進んだ場合 

※「水素基本戦略」（H29.12.26）における普及目標台数等を参考に算出 
 
 

① 水素の利活用促進に向けた環境の整備 

② 水素の利活用による低炭素・省エネ・災害に強いまちづくりの推進 

③ 水素関連ビジネスの創出と市内企業の連携・競争力の強化 
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また、本計画の基本目標である「水素関連ビジネスの創出と市内企業の連携・

競争力の強化」の取組の成果を捉える指標として、新たに「水素関連ビジネスの

創出に係る基本指標」を設定しました。 

 

水素関連ビジネスの創出に係る基本指標（累計） 

年度 

指標名 

Step1 Step2 Step3 

平成 29年度末 

(2017年度末) 

令和２年度末 

(2020年度末) 

令和４年度末 

(2022年度末) 

水素関連産業参入事業者数 ‐ 20 事業者 20 事業者 

 

※市場投入された水素関連機器の製作等に携わる事業者数 
※本市「水素イノベーション創出事業」におけるヒアリング等を参考に算出 
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（２）基本施策                              

 

本計画では「周南市水素利活用構想」で掲げられている次の４つの基本施策を

柱とします。 

 

 

① 水素サプライチェーンの構築  

 

本市における水素利活用の最大の特徴は、製造から、輸送・貯蔵、利活用まで

の一貫した流れである「水素サプライチェーン」（1）を、市内に存在するインフラ

を活用することにより、早期に確立できることです。 

今後の水素エネルギーの需要拡大を見込み、産学官連携、他の自治体との連携

や規制緩和要望を主とした特区制度を活用すること等により、より利便性が高く、

安定的な水素生産・供給体制の確立を目指します。 

 

周南市で目指すべき水素サプライチェーン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                
（1） 「水素サプライチェーン」とは、水素エネルギーの製造から輸送・貯蔵、利用までの一連の一貫した流れを意味する。 

① 水素サプライチェーンの構築 

② 水素ステーションを核とした地域づくりモデルの構築 

③ 水素関連産業等に関する人材育成・事業所支援の充実 

④ 市民・企業等への普及・啓発事業の強化 

 

水素ステーション

周南市地方卸売市場

徳山動物園

周南市内全域

液化水素タンクローリー

カードル

製造 貯蔵 輸送 利活用

山口リキッド
ハイドロジェン㈱

輸入

安価な電力
→塩の電気分解

塩素

苛性
ソーダ

水素

岩谷瓦斯㈱

南陽工場

圧縮水素

液化水素

副生
水素

石油
製品

水素
副生
水素

出光興産㈱

東ソー㈱

㈱トクヤマ

共同発電/共同貯蔵

再生可能エネルギー

余剰電力
電気分解 水素水素

※ＭＨ：水素吸蔵合金

中心市街地（市庁舎など）

石炭

石炭 ナフサ

塩

安価な電力
→石油製品製造

※カードル：
ガス容器（ボンベ）を
集結させた機器
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② 水素ステーションを核とした地域づくりモデルの構築 

 

構想内で想定されているエリアごとに次の３つの水素利活用形態をモデル化

していくことにより、本市の取り組みを全国に発信します。 

３つのエリアで目指すモデルは次のとおりです。 

 

ａ．液化水素ステーションエリア 

水素ステーションを核として、周辺施設における水素エネルギーの利活用を

進めるエリアであり、今後整備拡大が期待される「水素ステーション周辺モデ

ル」として位置づけます。 

 

 

ｂ．動物園エリア 

徳山動物園が水素利活用の核となるエリアであり、集客が見込める観光施設

を中心に水素利活用の普及啓発を図るとともに、親子で動植物の生育を通じて

エネルギー・環境教育の実施・展開を図る「観光地モデル」として位置づけま

す。 

観光地（観光施設）で再生可能エネルギーとあわせて、水素エネルギーの利

活用を進めることによる多様なエネルギー利活用を行うことを目指します。 

 

ｃ．中心市街地エリア 

大規模な建築物が集中する中心市街地で、多様な水素利活用を展開するエリ

アであり、燃料電池自動車により集中的な水素利活用の創出や、定置用燃料電

池の設置による水素利活用を進める「都市部モデル」として位置づけます。 

大規模施設を中心に災害時の非常用エネルギー確保を念頭に置きつつ、常用

で水素エネルギーの利活用を図るモデル構築を目指します。 
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これら３つのモデルの要素を組み合わせることにより、将来、本市以外の多

様な地域における水素利活用の促進の実現が可能になると考えられます。 

 

３つのエリアと目指すモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

定置用燃料電池等 

（徳山動物園，民営住宅展示場等での利活用検討） 

中心市街地エリア＝都市部モデル 

 燃料電池自動車，定置用燃料電池等（周南市役所，商店街，徳山駅，徳山港等での利活用検討） 

動物園エリア＝観光地モデル 

 

液化水素ステーションエリア＝水素ステーション周辺モデル 

 

（資料）国土地理院地図（電子国土 web）を基に作成 

燃料電池自動車，燃料電池バス，燃料電池フォークリフト，定置用燃料電池等 

（地方卸売市場，学校・避難場所，市民センター，公園，工業団地，下水処理場，地場産業振興センター， 

ボートレース徳山等での利活用検討） 
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③ 水素関連産業等に関する人材育成・事業所支援の充実 

 

県内外の水素関連の事業を進める機関との連携を図り、水素エネルギーに関す

る人材育成を行うとともに、水素関連事業を創設するための資金的な支援制度を

構築し、本市内における水素関連事業の活性化を図ります。また、研究機関との

連携により、本市が研究の実証フィールドとなるように働きかけを行っていきま

す。 

これにより、水素関連の研究開発から事業実施までを、ハード・ソフトの両面

から一貫して、市内において行える環境づくりに努めます。 

 

 

④ 市民・企業等への普及・啓発事業の強化 

 

今後の水素需要拡大を目指して、より多くの方に水素エネルギーについて理解

を深めてもらい、将来の水素社会実現に向けた普及啓発活動を実施していきます。 

普及啓発活動では、市内各地でエネルギー・環境教育の推進を図るとともに、

交流人口の増加への寄与も視野に入れ、市内観光コンテンツとの連携を図ってい

きます。 
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３．基本施策の展開 

それぞれ取組方針を踏まえて、Step１、２、３の各期間で、具体的な取組につ

いて検討を進め、実現可能な項目から随時実施します。 

 

（１）水素サプライチェーンの構築                      

 

ア 安定的な水素生産・供給体制の確立                    

 

・本市では、３つの化学工場から大量に水素が副生され、自社の工場で燃料や原

料等として利用しているほか、外販用の圧縮水素と液化水素も製造しており、

周南コンビナートの水素製造のポテンシャルは、高い能力を持っています。 

・今後の水素需要の増加に備え、外販する水素の製造量の増加のほか、パイプラ

インにより水素を融通しあうことで、定期修理等に伴う水素の不足、余剰の平

準化を図る等、安定的に水素を製造、供給する体制を整備する必要があります。 

・市内各地で水素を充填することが可能な環境を整備するとともに、再生可能エ

ネルギーによる水素製造の取組も検討していくなど、来るべき水素社会到来に

備えたインフラの整備も検討していく必要があります。 

 

 

安定的な水素供給体制を構築します。 

 

 

安定的な水素供給体制の構築 

取組 

Step1 Step2 Step3 

平成 27～29年度 

(2015～2017年度) 

平成 30～令和２年度 

(2018～2020年度) 

令和３～４年度 

(2021～2022年度) 

水素供給体制構築

に向けた環境整備 

   

安定供給につなが

る水素製造インフ

ラ等の整備 

   

現状と課題 

取組方針 

具体的な取組 

規制緩和要望(ガス事業法の供給要件緩和等) 

広域供給を想定したコンビナート連携の検討（規制緩和要望・組織検討） 

基準整備要望(水素配管・水素貯蔵・水素充填基準整備等) 

再生可能エネルギーによる水素製造・貯蔵の検討 

移動式水素ステーション等の展開可能性の検討 

ＣＮＰ検討 

※ＣＮＰ…カーボンニュートラルポート 
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イ 安定的な水素需要の確保                           

 

・燃料電池自動車をはじめとする水素利活用機器の市場投入は始まったばかりで

あり、本計画の計画期間内に実用化される機器は増えていくと予想されます。

このため公共機関が旗振り役となり、水素利活用機器の導入推進を進め、将来

に向けて安定的な水素需要を確保していく必要があります。 

・水素混焼発電は、既に市内のコンビナート企業で実績があり、多様な燃料種へ

の対応が可能となっています。また、海外では水素専焼発電に関する実証もな

されており、ガスタービンと蒸気タービンを組み合わせた発電方式により発電

効率の向上が図られています。加えて国内他地域では、石炭ガス化複合発電向

けガスタービン燃焼器の開発実証が行われています（水素混焼発電、水素専焼

発電、石炭ガス化複合発電については資料編・解説４参照）。これらを踏まえ、

本市においても、今後、水素を用いたより効率的な発電について検討を進めま

す。 

 

 

公共機関での水素利活用機器の積極的な導入を行うとともに、民間での機器導

入の支援制度創設等により、水素需要拡大を目指します。 

 

 

水素需要の拡大促進 

取組 

Step1 Step2 Step3 

平成 27～29年度 

(2015～2017年度) 

平成 30～令和２年度 

(2018～2020年度) 

令和３～４年度 

(2021～2022年度) 

水素利活用機器の 

積極的導入 

   

燃料電池自動車・バ

ス・フォークリフ

ト、「エネファーム」

導入支援制度の 

創設 

   

周南コンビナート

の特性を活かした 

水素発電導入の 

検討 

   

  

現状と課題 

取組方針 

具体的な取組 

設置基準整備要望(液化水素貯槽の地下、屋上設置基準等) 

利活用機器の導入 

導入支援制度の検討・運用 

水素発電導入に向けた検討・事業者の誘致等 
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（２）水素ステーションを核とした地域づくりモデルの構築          
 

ア 液化水素ステーションエリア                        

 

・平成 27 年８月、鼓海地区の地方卸売市場敷地内に液化水素ステーションがオ

ープンしました。 

・地方卸売市場では、純水素型定置用燃料電池（2）や燃料電池フォークリフトの

実証実験が行われています。また、周南地域地場産業振興センターでは、水素

ステーションから公道敷設配管により供給される水素を使い、純水素型定置用

燃料電池の実証実験が行われています。 

・将来の水素ステーションは、地域のエネルギー供給・管理の中心的な役割を担

っていくことが期待されています（3）。 
 

 

水素利活用機器の積極的な導入や周辺企業との共用により、水素ステーション

を核とした環境にやさしいエリアを構築します。 
 

 

水素ステーションを核とした環境にやさしいエリアの構築 

取組 

Step1 Step2 Step3 

平成 27～29年度 

(2015～2017年度) 

平成 30～令和２年度 

(2018～2020年度) 

令和３～４年度 

(2021～2022年度) 

市場と市場周辺で

の水素供給・管理体

制の構築 

   

市場と市場周辺で

の純水素型定置用

燃料電池の設置 

   

市場と市場周辺の 

倉庫間での燃料電

池フォークリフト

の共用 

   

市場内での 

水素需要の拡大 

   

市場周辺倉庫業に 

おける水素充填の

実現 

   

                                                
（2） 純水素型定置用燃料電池については資料編・解説５参照 

（3） 水素ステーションで将来考えられる役割については資料編・解説６参照 

現状と課題 

取組方針 

具体的な取組 

燃料電池フォークリフトの共用 

低圧水素配管の敷設 

実証導入・運用 

事業所内での水素充填設備の整備（実証試験誘致） 

継続運用 

管理体制の検討・実施 

周辺倉庫業までの高圧水素配管の敷設（関係省庁との折衝） 

特区制度等の検討 

（関係省庁との折衝） 

ドライバーのセルフ充填に向けた検討 

（高圧ガス取り扱い等への規制緩和要望） 

継続運用 

実証導入・運用 

輸送専用シャーシの開発検討 

継続運用・拡大 

規制緩和の検討 

（関係省庁との折衝） 
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地域エネルギー・ネットワークの構築 

取組 

Step1 Step2 Step3 

平成 27～29年度 

(2015～2017年度) 

平成 30～令和２年度 

(2018～2020年度) 

令和３～４年度 

(2021～2022年度) 

公共施設における 

燃料電池自動車の

配備 

   

燃料電池ゴミ収集

車の実証導入 

   

櫛浜市民センター

での燃料電池自動

車による外部給電
（4）装置の設置 

   

ボートレース徳山

での純水素型定置

用燃料電池、燃料

電池バスの導入 

   

 

液化水素ステーションエリアにおける水素サプライチェーン 

  

                                                
（4） 燃料電池自動車からの外部給電については資料編・解説７参照 

 

設置検討・設置 

純水素型燃料電池の設置検討 

燃料電池自動車の配備 

実証・活用 

検討 

導入検討 

検討・運用 

設置検討 

燃料電池バスの導入検討 
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イ 動物園エリア                                

 

・現在、徳山動物園では、令和９年度までの計画でリニューアル工事が進められ

ています。 

・園内では動物用の暖房等でボイラーが使用されており、水素エネルギーの利活

用が検討できる箇所が多くあります。CO2 を排出しない地球環境にやさしい水

素エネルギーの利活用を積極的に進めるとともに、動物の住環境と地球環境を

学べる場とすることを目指します。 

・動物園に隣接する民営住宅展示場では、「エネファーム」設置住宅を展示して

いるハウスメーカーがあります。徳山動物園リニューアル基本計画に掲載され

ているエネルギーパークツアーの実現等により、当展示場との連携を進めます。 

 

 

省エネルギーにより環境にやさしい次世代エネルギーパーク（5）を実現し、人

と動物の住環境と次世代エネルギーについて学べる動物園を構築します。 

 

 

環境にやさしい次世代エネルギーパークの実現 

取組 

Step1 Step2 Step3 

平成 27～29年度 

(2015～2017年度) 

平成 30～令和２年度 

(2018～2020年度) 

令和３～４年度 

(2021～2022年度) 

園内での純水素型

定置用燃料電池の

設置 

   

園内での普及啓発

活動の実施 

   

 

 

 

 

 

  

                                                
（5） 次世代エネルギーパークについては資料編・解説８参照 

現状と課題 

取組方針 

具体的な取組 

継続検討 

民営住宅展示場との連携によるエネルギーパークツアーの検討・実施 

継続運用 実証導入・運用 
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動物園エリアにおける水素サプライチェーン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

製造 貯蔵 輸送 利活用

圧縮水素製造プラント カードル

パイプライン，ボンベ
（ガス供給）

都市ガス・LPガス製造
プラント

エネファーム

園内での純水素型
定置用燃料電池の設置

園内での
普及啓発活動の実施

周辺民営住宅展示場

徳山動物園

※カードル：ガス容器（ボンベ）を集結させた機器 
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ウ 中心市街地エリア 

 

・平成 30年２月に徳山駅前賑わい交流施設と徳山駅前図書館が開館しました。 

また、周南市役所新庁舎は、平成 30年８月に一部供用を開始し、平成 31年６

月にグランドオープンしました。 

・徳山下松港のフェリーターミナルは、新たなポートビルが完成し、令和３年３

月に供用を開始しました。 

・港地区、駅南北を含む本市の顔である中心市街地で、一体的に水素利活用を進

めていることを全国にアピールすることによって、にぎわいと交流の創出につ

なげていきます。 

 

 

燃料電池自動車等の導入を促進します。 

公共施設を中心とした定置用燃料電池の導入を促進します。 

 

 

燃料電池自動車等の導入促進 

取組 

Step1 Step2 Step3 

平成 27～29年度 

(2015～2017年度) 

平成 30～令和２年度 

(2018～2020年度) 

令和３～４年度 

(2021～2022年度) 

燃料電池自動車の 

導入促進 

   

中心市街地におけ

る水素ステーショ

ンの誘致 

   

 

水素混焼船の導入 
   

 

定置用燃料電池の導入推進 

取組 

Step1 Step2 Step3 

平成 27～29年度 

(2015～2017年度) 

平成 30～令和２年度 

(2018～2020年度) 

令和３～４年度 

(2021～2022年度) 

市庁舎での水素 

利活用 

   

現状と課題 

取組方針 

具体的な取組 

導入検討 運用 

水素ステーション事業者の誘致 

支援制度を活用した導入促進 支援制度を活用した導入促進 

設置検討 定置用燃料電池等の設置検討 
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公共施設等におけ

る純水素型定置用

燃料電池の設置 

   

   

 

 

 

中心市街地エリアにおける水素サプライチェーン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圧縮水素製造プラント カードル

パイプライン，ボンベ
（ガス供給）

製造 貯蔵 輸送 利活用

周南市役所（市庁舎）

中心市街地公共施設

燃料電池自動車の導入促進

中心市街地における
水素ステーションの誘致

市庁舎での
水素利活用

公共施設における
純水素型定置用
燃料電池の設置

都市ガス・LPガス製造
プラント

※カードル：ガス容器（ボンベ）を集結させた機器 

設置検討・運用 
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（３）水素関連産業等に関する人材育成・事業所支援の充実         

 

ア 水素関連人材育成及び活用事業の実施                            

 

・水素利活用機器の市場投入は始まったばかりであり、今後の水素エネルギーの

利活用を積極的に進めていくためには、地域で新たな利活用機器の開発や、水

素関連事業の振興に資する人材育成及び活用事業の実施が必要です。このため、

研究機関や既に水素関連産業に参入している事業者と連携し、水素エネルギー

に知見を持つコーディネーターを発掘・活用することで、現場に即した人材育

成を目指します。 

・平成 29 年度からは、既に水素関連産業に参入している県内外の事業者を講師

とし、地元中小企業を対象に、水素関連技術の知識習得と企業間交流を目的と

した勉強会を開催しています。 

・現在、本市において水素に関連する資格取得（高圧ガス製造保安責任者、高圧

ガス販売主任者など）に特化した人材育成は行われていません。今後、水素の

供給を市内全域に拡大するために、水素に関連する資格を身近で取得できる環

境を整備します。 
 

 

水素関連機器の操作、設置工事等の体験メニューに伴う水素に関連する人材育

成及び活用事業の企画・実施を図ります。 

コーディネーターの発掘・活用、勉強会の開催等により、人材育成及び活用事

業を進めます。 

 

 

人材育成及び活用事業の企画・実施 

取組 

Step1 Step2 Step3 

平成 27～29年度 

(2015～2017年度) 

平成 30～令和２年度 

(2018～2020年度) 

令和３～４年度 

(2021～2022年度) 

水素エネルギーに

知見を持つコーデ

ィネーターの 

発掘・活用 

   

水素関連資格 

取得講座の開設 

   

現状と課題 

取組方針 

具体的な取組 

カリキュラムの作成 

指導者・実施体制の検討 検討・実施 

有識者の協力 

既存認証機関との連携の協議 

コーディネーターの発掘・活用 
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水素関連産業創出 

勉強会の開設 

   

 

イ 研究実証フィールドの誘致                          

 

・水素エネルギー関連の研究は、これまで企業内や組織内での研究に依存してき

ましたが、水素社会構築のためには、幅広い連携の下での研究開発を進める必

要があります。本市は、水素の製造から輸送、貯蔵、利活用までの水素サプラ

イチェーンが集約されている地域として、水素関連研究を集積していきます。 

・地域特性を活かした研究の集積により、研究者の在住・滞在、研究施設におけ

る間接的な雇用の増加等も見込むことができます。 

・国では、国際物流の結節点、産業拠点となる港湾において、脱炭素化に配慮し

た港湾機能の高度化や水素などを活用した臨海部産業の集積を通じた「カーボ

ンニュートラルポート」の形成に向けて、全国６地域で検討会を開催し、徳山

下松港もその１つとして選定されました。 

・水素の社会実装プロジェクトの実現を通じ、早期に水素社会を構築するための

組織「水素バリューチェーン推進協議会」に特別会員として参画しました。 

 

 

研究実証フィールドとしての水素関連研究の誘致・集積を促進します。 

 

 

水素関連研究の誘致・集積の促進 

取組 

Step1 Step2 Step3 

平成 27～29年度 

(2015～2017年度) 

平成 30～令和２年度 

(2018～2020年度) 

令和３～４年度 

(2021～2022年度) 

実証研究の誘致 

   

大型研究プロジェ

クトの応募・誘致 

   

現状と課題 

取組方針 

具体的な取組 

関係機関との協議（実証へのインセンティブの検討・創出） 

【再掲】CNP 検討 

実施 継続実施 

適用可能プロジェクトの検討・プロジェクト応募 
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ウ 水素関連事業支援制度の充実                      

 

・現在、本市では、水素関連事業を実施する事業者や水素関連製品や部品などの

開発に取り組む事業者を対象に次の支援策を実施しています。 

⚫ 新規の水素関連事業立地に対する固定資産税のキャッシュバック 

（大企業：最大３億円、中小企業：１億円） 

⚫ 水素関連製品の研究開発を支援する補助制度 

（補助率 2/3 上限 100万円まで） 

・水素関連事業を誘発する支援制度を拡充していき、既存の水素供給ポテンシャ

ルのみでなく、水素関連ビジネスにおいても幅広い産業集積を図ります。 

 

 

水素に関連する事業の支援制度充実を図ります。 

 

 

水素関連支援制度の充実 

取組 

Step1 Step2 Step3 

平成 27～29年度 

(2015～2017年度) 

平成 30～令和２年度 

(2018～2020年度) 

令和３～４年度 

(2021～2022年度) 

水素関連事業の 

誘致 

   

水素関連事業創出

のための固定資産

税キャッシュバッ

ク制度の実施 

   

水素関連事業創出

のための融資の 

実施 

   

燃料電池自動車・バ

ス・フォークリフ

ト、「エネファーム」

導入支援制度の 

創設（再掲） 

   

水素関連機器開発

基金等の創設 

   

現状と課題 

取組方針 

具体的な取組 

企業誘致（進出に向けたインセンティブの検討・創出） 

実施 

実施 

導入支援制度の検討・運用 

検討 

継続 
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水素関連製品等研

究開発事業補助金

の創設 

   

 

（４）市民・企業等への普及・啓発事業の強化                

 

ア 水素エネルギー学習環境の整備                      

 

・水素エネルギーの普及啓発の取り組みは、イベントや関連企業の事業所内展示

に依存しています。このため、水素エネルギーの製造・輸送・貯蔵・利活用に

わたった水素サプライチェーン全体を学べる場所の提供と共に、水素エネルギ

ーに関する多彩なコンテンツを提供することにより、市民の水素需要の喚起や、

来るべき水素社会を担う子どもたちへの教育の場を提供します。 

 

 

水素エネルギーに関して常時、学ぶことのできる学習環境を整備します。 

 

 

水素エネルギー学習環境の整備  

取組 

Step1 Step2 Step3 

平成 27～29年度 

(2015～2017年度) 

平成 30～令和２年度 

(2018～2020年度) 

令和３～４年度 

(2021～2022年度) 

水素学習室の運用 

   

関係機関との連携

による継続的な普

及啓発活動の実施 

   

モデルゾーン間を

結ぶ水素学習ツア

ーの実施 

   

 

 

 

  

現状と課題 

取組方針 

具体的な取組 

実施 

 

実施 継続実施 

学習室来場者のニーズ把握・展示コンテンツの見直し 

定期的なイベントの企画・実施 

運用 
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｢水素学習室｣のイメージ 
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４．計画の推進 

（１）関係者の役割分担                         

 

推進施策を中心に、市民、事業者、行政、高等教育機関の連携のもと、市全

域での水素利活用の推進を図ります。 

市民、事業者、行政、高等教育機関等の役割分担は次のとおりです。 

 

 

役割分担図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・普及啓発 
・公共施設、公用車での水素 
利活用の推進 

・水素利活用の推進のための支援など 

・水素エネルギーの理解 
・家庭での水素利活用の推進 

 など 

・水素エネルギーの理解 
・事業所における水素利活用の 
推進 

・水素関連技術や製品の開発・ 
普及など 

・水素関連のシーズ提供 
・技術開発 
・人材育成 
・施設等における水素利活用の 
推進など 

行政 

市民 事業者 

高等 
教育 
機関 
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（２）推進体制                              

 

推進施策は、市民団体、国、山口県、民間事業者、学識経験者等で構成され

る「周南市水素利活用協議会」と連携を図り、進めていきます。また、推進施

策の円滑な展開を図るため、国、山口県等に対して積極的に提案・要望等を行

っていきます。 

 

推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）進捗管理                              

 

計画の進捗は水素利活用機器の市場投入等の展開に応じて、「周南市水素利

活用協議会」を中心に意見集約を図り、新たな推進施策や関連事業の検討を行

います。 

また、平成 30 年３月、Step１の終了に合わせ、進行施策の進捗状況、妥当

性等を検討し、計画の一部を改定しました。引き続き、Step２、３での推進施

策の展開を図ります。 

周南市 

商工振興課 

・水素利活用施策の実施 
・まちづくりの検討 
・産業振興 等 

庁内組織 

企画課 
総務課 
防災危機管理課 
環境政策課 
建築課 
河川港湾課 
公園花とみどり課 
中心市街地整備課 
動物園 
地方卸売市場 
… 

周南市 
水素利活用協議会 

・水素利活用によるまちづ 
くりの促進 

・市民団体 
・コンビナート関係 
・エネルギー関係 
・自動車メーカー 
・産業車両メーカー 
・燃料電池メーカー 
・交通事業関係 
・建設・機械関係 
・商工関係団体 
・学識経験者 
・国・県・市等 

ワーキンググループ（WG） 
①水素サプライチェーン WG 
②FCV等導入促進 WG 
③液化水素ステーション 
エリア WG 

④動物園エリア WG 
⑤中心市街地 WG 

連携 

国 

経済産業省 
国土交通省 
環境省 等 

・補助金関係 
・法規制関係 等 

要望 

新産業振興課等 

支援 

・水素ステーション 
整備促進 

・県内全域での水素 
利活用の促進 

・産業振興関係 等 

支援 

連携 

要望 

要望 

山口県 
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＜解説１＞水素・燃料電池戦略ロードマップ（抜粋） 

第２節 水素社会実現に向けた対応の方向性 

下記のとおりステップ・バイ・ステップで、水素社会の実現を目指す。 

 

・ フェーズ１（水素利用の飛躍的拡大）：現在～ 

足元で実現しつつある、定置用燃料電池や燃料電池自動車の活用を大きく広げ、我

が国が世界に先行する水素・燃料電池分野の世界市場を獲得する。 

 

・ フェーズ２（水素発電の本格導入／大規模な水素供給システムの確立）：2020 年代

後半に実現 

水素需要を更に拡大しつつ、水素源を未利用エネルギーに広げ、従来の「電気・熱」

に「水素」を加えた新たな二次エネルギー構造を確立する。 

 

・ フェーズ３（トータルでの CO2 フリー水素供給システムの確立）：2040 年頃に実現 

水素製造に CCS(6) を組み合わせ、又は再生可能エネルギー由来水素を活用し、トー

タルでの CO2 フリー水素供給システムを確立する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

水素社会実現に向けた対応の方向性 
（資料）水素・燃料電池戦略協議会「水素・燃料電池戦略ロードマップ」（平成 26年６月 23日） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（6） Carbon dioxide Capture and Storageの略：二酸化炭素を回収し、地下に貯留すること。 
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＜解説１－1＞水素・燃料電池戦略ロードマップ改訂版 

水素・燃料電池戦略ロードマップ改訂版では、燃料電池自動車の普及目標、水素ス

テーションの整備目標などが追記されました。 

 

水素・燃料電池戦略ロードマップ改訂版（抜粋） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

水素社会実現に向けた対応の方向性 
（資料）水素・燃料電池戦略協議会「水素・燃料電池戦略ロードマップ」改訂版（平成 28年３月 22日） 
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＜解説１－2＞水素基本戦略 

平成 29年 12月 26日に開催された「第２回再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会

議」において、世界に先駆けて水素社会を実現するための「水素基本戦略」が決定さ

れました。 

 

水素基本戦略のポイント 

 

再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議において決定された水素基本戦略は、2050

年を視野に将来目指すべきビジョンであると同時に、その実現に向けた 2030年までの

行動計画です。基本戦略では、目標として、従来エネルギー（ガソリンや LNG 等）と

同等程度の水素コストの実現を掲げ、その実現に向け、水素の生産から利用まで、各

省にまたがる政策群を共通目標の下に統合しました。 

基本戦略に基づき、カーボンフリーな水素を実現することで、水素を新しいエネル

ギーの選択肢として提示するとともに、日本の強みを活かし、日本が世界のカーボン

フリー化を牽引していきます。 

（資料）経済産業省ホームページ（平成 29年 12月 26日） 

 

水素基本戦略のシナリオ 

 

 

（資料）再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議「水素基本戦略概要版」（平成 29年 12月 26日） 
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＜解説２＞水素利活用機器の展開は？ 

水素の利活用機器としては、大きく自動車などの移動体で用いられる燃料電池と住

宅等に取り付けて電気と熱を創りだす定置用燃料電池があります。 

移動体では、平成 26 年末にトヨタ自動車㈱から燃料電池自動車「MIRAI」の発売が

開始されました。今後、国内の複数の自動車メーカーから燃料電池車の販売が予定さ

れており、その他、燃料電池バスや燃料電池フォークリフトなどの水素を燃料とする

移動体の市場投入も予定されています。※4 

また、定置用燃料電池は平成 21 年に市場投入がなされており、「エネファーム」と

いう愛称で親しまれ、既に全国で累積 10万台を越える導入が行われています。 

※4 平成 30年 1月末現在、燃料電池バス、燃料電池フォークリフトは市販化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移動体における水素利活用機器 

（資料）水素・燃料電池戦略協議会「水素・燃料電池戦略ロードマップ」（平成 26年 6月 23日） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

定置用燃料電池 

（注）PEFC：水素から電気を取り出す触媒として固体高分子を用いる、SOFC：同じく触媒として固体酸化物を用いる 

（資料）経済産業省資源エネルギー庁燃料電池推進室「家庭用燃料電池について」（平成 26年 2月 3日水素・燃料電池戦

略協議会ワーキンググループ第 2回資料） 
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＜解説３＞水素需要量（基本指標に伴う推計）〔平成 27年 4月計画策定時〕 

基本指標に伴う水素需要量の推定は、下表のとおりとなります。 

燃料電池自動車は発売されたばかりで非常に人気があり、納車待ちという状況で、

今後、生産体制の充実が図られます。 

こうした状況を踏まえると、平成 29年度末に燃料電池自動車等の移動体で 70台（水

素需要量・約８万 Nm3/年）、令和２年度末に移動体で累計 670 台（水素需要量・約 76

万 Nm3/年）、純水素を使用する定置用燃料電池で累計 400台（水素需要量・約 88万 Nm3/

年）の導入が指標となります。 

 

基本指標に伴う水素需要量の推計（車両数・燃料電池数は累計） 

年度 

指標名 

Step1  Step2  

平成 29年度  

（2017年度） 

令和２年度 

（2020年度） 

燃料電池自動車、水素自動車等、車両数 79,310Nm3/年 

（70 台） 

759,110Nm3/年 

（670 台） 

純水素型定置用燃料電池数 
－ 

879,200Nm3/年 

（400 台） 

※燃料電池自動車 1台あたりの水素需要量 1,133Nm3/年 

※普通乗用車の車両登録台数から山口県は全国の１％、周南市は山口県の 11.2％の車両登録であり、計画期間内では県

内の燃料電池自動車は全ての車両が周南市で水素充填すると仮定 

※燃料電池自動車発売予定企業の生産についてはトヨタ自動車（株）と同様と仮定し、各社は y＝700×2 （^x年-生産開

始年）、上限生産台数 5.3万台/ライン・年と仮定 

※平成 30～令和２年度に導入目標とする定置用燃料電池数の半数程度が純水素型であると仮定 

※平成 19～21年度「水素タウンモデル事業」における２基の純水素型定置用燃料電池における各月最大の 1基への燃料

電池への水素供給量の合計により、水素需要量を 2,198Nm3/年とした 

（資料）周南市温暖化対策地域協議会・水素タウンモデル事業推進部会「水素タウンモデル事業報告書」（平成 23 年 3

月）、（独）新エネルギー・総合技術研開発機構「山口県における水素供給インフラの導入可能性調査」（平成 24

年 2月）、山口県『山口県統計年鑑』、（一財）自動車検査登録情報協会ホームページ、（一社）日本自動車車体工

業会ホームページ、トヨタ自動車（株）ホームページ等を基に試算 
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＜解説３－１＞水素需要量（基本指標に伴う推計）〔平成 30年 3月計画改定後〕 

平成 30年 3月の計画改定後の基本指標に伴う水素需要量の推定は、下表のとおりと

なります。 

 

「水素基本戦略」における普及目標台数（令和２年に 40,000台）や、国における現

状の普及実績（2,000台）、本市における現状の普及実績（19台）等を踏まえ、令和２

年度末の移動体の指標を累計 200台に改定しました。移動体 200台分の水素需要量は、

約 23万 Nm3/年となります。 

 

基本指標に伴う水素需要量の推計（車両数・燃料電池数は累計） 

年度 

指標名 

Step1  Step2  

平成 29年度末  

（2017年度末） 

令和２年度末 

（2020年度末） 

燃料電池自動車、水素自動車等、車両数 79,310Nm3/年 

（70 台） 

226,600Nm3/年 

（200 台） 
 
（参考）現状の普及実績（令和 3年 2月末現在） 
燃料電池自動車、水素自動車等、車両数 28 台（水素ステーションを継続的に利用する台数） 
水素需要量 29,458N ㎥/年 

 

※燃料電池自動車 1台あたりの水素需要量 1,133Nm3/年 

※計画期間内では県内の燃料電池自動車は全ての車両が周南市で水素充填すると仮定 

 



－34－ 

 

 

 

＜解説４＞水素を活用した発電の方法 

水素を活用する発電方法としては、ガスタービンを用いる方法があります。水素単

独、もしくは水素と他の燃料を混合して、燃料とします。この燃料をガスタービンで

燃焼させて回転力を得て、発電機を駆動させ発電する仕組みです。水素のみを用いる

場合を水素専焼発電といい、水素と他の燃料を混合する場合を水素混焼発電と言いま

す。また、石炭ガス化複合発電では、石炭をガス化してガスタービンで燃焼させる方

法ですが、石炭のガス化の際に生じる水素含有ガスもガスタービンで燃焼させる方法

です。 

 

水素を活用した発電 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）水素・燃料電池戦略協議会「水素・燃料電池戦略ロードマップ」（平成 26年 6月 23日）、経済産業省資源エネル

ギー庁燃料電池推進室「水素発電について」（平成 26年 3月 6日水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ

第 3回資料） 

ガスタービン発電 石炭ガス化複合発電 
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＜解説５＞改質型の定置用燃料電池と純水素型の定置用燃料電池の違いは？ 

改質型の定置用燃料電池とは現在、既に発売されている「エネファーム」のことで

す。現在の「エネファーム」は、都市ガスや LPガスなどから燃料改質装置により燃料

となる水素を取り出し、空気中の酸素と反応させて発電します。 

一方で、現在、山口県で開発が進められている純水素型の定置用燃料電池は直接、

燃料となる水素を供給するシステムです。このため、下図の１．から４．の機器が不

要となり、機器の小型化が期待されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エネファーム用燃料改質装置 
（資料）大阪ガス㈱HP 
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＜解説６＞水素ステーションが地域エネルギー・ネットワークに果たす役割とは？ 

地域エネルギー・マネジメントとは、地域で消費するエネルギーの管理を行うこと

です。例えば、次世代型・低炭素型住宅街区「エコライフスクエア三島きよずみ」（静

岡県三島市）では、静岡ガス㈱がエネルギー・マネジメントサービスを行っています。

ここでは、全 22区画に定置用燃料電池や太陽光発電等を備えた住宅が建設・販売され、

静岡ガス㈱が、各家庭の部屋ごとの消費エネルギーの管理を行い、エネルギー消費デ

ータを集め、消費動向から省エネルギーに向けた診断レポートの作成、エネルギー消

費平準化へのアドバイスを行っています。 

 

 

 

 

 

 

エコライフスクエア三島きよずみの外観        蓄電池（Li-ion）       LED街灯 

 

また、今日、地域のエネルギー・マネジメントで「節電アグリゲーター」というビ

ジネスがあります。これは電力会社で対応しきれない小口需要家の消費情報をアグリ

ゲーターが収集し、ピーク時に電力需給の調整を行うことで、電力会社から報酬を得

るビジネスです。 

将来の水素ステーションは、水素エネルギーだけでなく、ガソリンや灯油などの様々

なエネルギーを地域に供給することが想定されます。この際にエネルギー供給だけで

はなく、地域のエネルギー消費最適化を図るマネジメント（需給調整）を行うことで、

ビジネスとしての採算性の向上に加えて地域の省エネルギーの推進役となることが期

待されます。こうした考え方は、これまで「山口モデル」として、地方都市における

水素ステーションの採算性を高める方策として考えられてきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「山口モデル」（イメージ） 

（資料）山口県「地域における副生水素の利活用に関する調査」（平成 23年 3月）を基に作成 
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＜解説７＞燃料電池自動車からの外部給電とは？ 

燃料電池自動車は、搭載されている燃料電池から発電した電力を外部に供給するこ

とも可能です（FCV2H ともいいます）。電気自動車に比べて５倍以上の給電能力を持っ

ていることから、災害等の非常時における避難所等での電力供給や、電力需給が逼迫

した際に使用することが期待されています。現在、全国各地で実証実験が行われてい

ます。非常時の給電能力は下表のとおりです。 

 

外部給電能力の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）水素・燃料電池戦略協議会「水素・燃料電池戦略ロードマップ」（平成 26年 6月 23日） 
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＜解説８＞次世代エネルギーパークとは？ 

「次世代エネルギーパーク」とは、平成 18年 5月に国が策定した「新・国家エネル

ギー戦略」に基づき、新エネルギー等の国民の理解増進を図るための地域拠点として

経済産業省 資源エネルギー庁が整備を促進している事業です。平成 19年度から 26年

度までで全国 60件が認定されています。 

徳山動物園は、山口県で初めての「次世代エネルギーパーク」です。山口県内では

当園の他、平成 24年に宇部市のときわ公園が認定されています。 

本市では、環境学習及び観光交流の拠点施設として、動物展示と次世代エネルギー

装置などのエコロジー展示を組み合わせた「環境配慮型次世代エネルギー」をテーマ

とするテーマパーク型動物園とすることを目指しています。また、園内では動物の生

息地を再現した「園内エコツアー」とともに、最新エネルギーを体感できる「エネル

ギーツアー」、地域の「産業観光ツアー」との連携などを考えています。徳山動物園は

こうした新しい動物園として、平成 25年末からリニューアル工事を開始しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

徳山動物園の次世代エネルギー配置計画 

（資料）周南市徳山動物園「徳山動物園リニューアル基本計画策定業務報告書」（平成 22年 3月） 
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周南市水素利活用協議会 委員 

（令和３年３月３１日現在 順不同、敬称略） 

 

区分 所属・役職 

企

業

関

係 

 

周南コンビナー

ト関係 

出光興産株式会社、東ソー株式会社、 

株式会社トクヤマ、徳山積水工業株式会社、 

日鉄ステンレス株式会社、日本ゼオン株式会社 

エネルギー関係 
岩谷産業株式会社、高山石油ガス株式会社、 

山口合同ガス株式会社 

交通関係 周南近鉄タクシー株式会社、防長交通株式会社 

自動車・産業用車

両関係 

トヨタ自動車株式会社、株式会社豊田自動織機、 

本田技研工業株式会社 

建築・機械関係 株式会社大林組、東芝エネルギーシステムズ株式会社 

商工関係団体 
新南陽商工会議所、徳山商工会議所 

周南地域地場産業振興センター 

市民団体 櫛浜地区自治会連合会 

学識経験者 

山口大学大学院 教授 稲葉和也【会長】 

徳山大学 福祉情報学部 准教授 児玉 満 

徳山工業高等専門学校 教授 大西祥作【副会長】 

徳山工業高等専門学校 准教授 石田浩一 

株式会社谷グリーンエネルギー研究所 代表取締役社長 

谷 義勝 

国 
経済産業省中国経済産業局 新エネルギー対策課 

（オブザーバー） 

山口県 
産業戦略部、商工労働部新産業振興課 

山口県産業技術センター 

周南市 企画課、防災危機管理課、環境政策課、商工振興課 
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協議会等開催経緯 

 

本計画の策定に際しては、周南市水素利活用協議会メンバーなどからなる以下の

５つのＷＧを開催し、水素利活用に対する多くの方々のアイデアや意見を基に作成

しています。 

 

1.協議会 

開催日 会合 

平成 26年 11月 12日（水） 第４回 水素利活用協議会 

平成 27年 ３月 23日（月） 第５回 水素利活用協議会 

平成 28年 １月 27日（水） 第６回 水素利活用協議会 

平成 29年 ２月 ９日（月） 第７回 水素利活用協議会 

平成 30年 ２月 ７日（水） 第８回 水素利活用協議会 

 

 

2.ワーキンググループ 

開催日 会合 

平成 26年 ９月 22日（月） 第１回 燃料電池自動車等導入促進ＷＧ 

平成 26年 10月 ２日（木） 第１回 液化水素ステーションエリアＷＧ 

〃 第１回 動物園エリアＷＧ 

平成 26年 10月 ３日（金） 第１回 中心市街地エリアＷＧ 

平成 26年 11月 ６日（木） 第２回 液化水素ステーションエリアＷＧ 

〃 第２回 動物園エリアＷＧ 

平成 26年 11月 ７日（金） 第２回 中心市街地エリアＷＧ 

平成 26年 12月 17日（木） 第１回 水素サプライチェーンＷＧ 
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